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第1章 基本的事項 

1.1. 策定の趣旨 

現在の健（検）診データ、保険請求（レセプト（診療報酬・介護給付費明細書等））情報、診療・調剤記

録、介護記録等の健康・医療・介護サービスに関するデータは、各市町村や保険者、医療機関・薬局、

介護施設等がそれぞれ保有・管理しているなど、データが分散し相互につながっていないことから、次の

ような取組を十分に行うことができていない状況です。 

 「県民」にとっては個人の健康状態に応じた最適な医療・介護サービスにより、健康寿命を長くする

こと 

 「医療・介護現場」にとっては施設間（医療機関、薬局、介護施設等）及び多職種間（医師、薬剤

師、介護職員等）の診療情報や検査結果等の情報共有を図ることにより、医療・介護連携体制を

充実させること 

 「医療・介護保険者（市町村、健康保険組合等）」にとっては生活習慣病などの重症化予防への取

組等により、被保険者の健康を維持するとともに、医療・介護給付の適正化、財政基盤の強化を図

ること 

そのため、国において進めているデータヘルス改革等の取組と整合性を図りながら、個人情報保護の

観点も踏まえ、現在分散しているデータをつなげ、一体的な活用ができる環境を整備することが必要とな

っています。 

 

そこで、本構想では健康・医療・介護分野のデータの一体的な活用に向けて、個人情報保護に配慮し

ながら情報基盤を整備し、短期・中長期的な視点におけるデータ活用の方向性を定めるものです。 

 

1.2. 正式名称及び通称 
本構想の正式名称は『健康・医療・介護分野の連携による、新潟県民のための「健康寿命延伸」と「最

善のケア・サポート」を実現する新世代情報基盤（New Generation infrastructure for best Treatment/care 

and wellbeing）（略称：NGT in Niigata）』構想ですが、通称として「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」

構想と呼ぶこととします。 

 

1.3. 本構想の位置付け 
本構想は、県の最上位計画（総合計画）の下位に位置付けられ、「県の健康増進の取組」に繋がるも

のです。また、県の最上位計画や最上位計画にひもづくその他の県が策定する関連計画とも整合性を

図ることとしています。 

 

1.4. 検討体制 
本構想の策定にあたっては、県内県外の健康・医療・介護分野の有識者で構成される「にいがた新世

代ヘルスケア情報基盤プロジェクト推進委員会」を新たに設置し、「基本的事項」、「実現に向けた対応方

針」、「構想の推進」について検討を行いました。 
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1.5. 目指すべき方向性 
（１） 県民、関係機関のニーズ 

「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」の構築によるデータ活用の成果を県民に還元していくこと

が前提となりますが、健康・医療・介護分野のデータを所有する医療・介護現場や保険者（以下、「関

係機関」という。）の協力を得られなければ実現することができません。そのため、「にいがた新世代ヘ

ルスケア情報基盤」の実現に向けては、本県の実状を踏まえた県民や関係機関のニーズに応えてい

くことが必要となります。 

 

 県民のニーズ 

本県の 65 歳以上の人口は平成 37（2025）年にピークを迎え、その後は高齢者人口が減少に転じ

ることが見込まれていますが、それ以上に全体の人口が減少するため、高齢化率は全国平均に比べ

て、約 10 年早く進行することが見込まれています。 

このように本県は少子高齢化社会への対応が喫緊の課題となっていますので、県民の健康状態に

応じた健康維持・向上に資する最適な医療・介護サービスを受けられることにより、高齢になっても健

常な人生を過ごせる期間の延伸に向けた取組が期待されています。 

 

 医療・介護現場のニーズ 

高齢者を含む県民の健康・医療・介護を支える専門人材の状況を見ると、人口 10 万対医師数にお

いては、新潟圏域以外は全国平均未満であり、介護人材においても今後増加が見込まれる介護が必

要な高齢者を支援する人材不足が見込まれています。 

将来的に県民の健康状態が悪化しても、誰一人取り残さずに安定した医療・介護サービスを提供

していくために、限られた医療・介護資源の中で効果的な医療・介護連携体制の構築に向けた取組

が期待されています。 

 

 保険者（市町村、被用者保険（協会けんぽ、組合健保など））のニーズ 

高齢化の進展や医療技術の高度化等により、医療・介護給付費は年々増加傾向にあり、将来的に

保険者の財政基盤の悪化が懸念されています。今後も高齢化による医療・介護給付費の自然増が

見込まれていますので、財政基盤の強化が必要不可欠となっています。 
そのため、財政基盤の健全化に向けて、生活習慣病等の重症化予防への効率的・効果的な取

組を通して、被保険者の健康維持を図り、医療費・介護給付費の適正化が期待されています。 
 

（２） 目指すべき方向性 
県民や関係機関のニーズを踏まえ、個人情報保護に配慮しながら健康・医療・介護のデータの連

携による『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』を構築し、県民、医療・介護現場、保険者、学術団体

及び企業等が活用することにより、「県民の健康寿命を伸ばし、いつまでも自分らしく暮らせる社会」を

目指します。その実現のために、「データを効果的に組み合わせ、活用することにより、県民の健康づ

くりを支援するとともに、県民がどこに住んでいても安心して医療・介護サービスが受けられる環境」を

実現します。 



第 1 章 基本的事項 

3 
 

 健診・保険請求データの集約・分析によるオーダメイド型の保健指導 

○ 医療・介護保険者それぞれが個別に管理する情報を集約し分析することで、県民の健康改善

に向けた次の取組を推進する。 

・ 保険者間の異動が発生した場合でも、切れ目なく、個人の各ライフステージにおける健康

上の問題を先制して解明し、より適切な保健指導や重症化予備群の早期発見・指導等へ

つなげていく。 

・ 集約したデータの分析結果や健康改善に資する情報等を県民にフィードバックし、健康

意識の醸成・行動変容につなげていく。 

 

 臨床・介護現場データの集約・連携による医療・介護サービスの充実 

○ 医療や介護現場の情報を集約・連携し、施設間の様々な局面、あるいは各施設の医療・介護

従事者間においてリアルタイムで情報共有を図ることにより、限られた医療・介護資源の中で、

県民がどこに住んでいても入院から在宅まで切れ目なく適切な医療・介護サービスを受けるこ

とができる環境を整備するとともに、重複する検査や投薬の抑制により県民の費用負担の低減

につなげていく。 

○ 臨床・介護現場データの活用に向け、国が進めている「全国保健医療情報ネットワーク」の本

県への導入及びクラウド型電子カルテ導入に取り組む県立病院や県内の既存の地域医療連

携ネットワークとの連携等を目指す。 

 

 情報基盤の構築による健康増進に寄与する質の高いサービスの提供 

○ 県民一人ひとりの「健診・保険請求データ」と「臨床・介護現場データ」を連携させることにより、

健康・医療・介護サービスの質の向上を図ることで、個人の健康状態等に合わせた最適な治

療法や保健医療関連サービスの選択等が可能となり、県民が自らの健康状態の維持・向上に

役立てることができるようになることから、「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」の構築を進め

ていく。 

○ 産学官の連携により、「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」の活用を促進し、健康産業など

新たなビジネスの創出・育成を目指す。 
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『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』の必要性及び目指すべき方向性 

 

 

  

『オーダメイド型の保健指導』 『医療・介護サービスの充実』

県民の健康寿命を伸ばし、いつまでも自分らしく暮らせる社会の構築
データを効果的に組み合わせ、活用することにより、

県民の健康づくりを支援するとともに、

県民がどこに住んでいても安心して医療・介護サービスを受けられる環境を
実現します

健診・保険請求データを把握し、各ライフス
テージで発生し得る県民の健康上の問題を先

制して改善を促します

臨床・介護現場データを把握し、入院から
在宅まで切れ目のない適切な医療・介護サー

ビスを県民に提供します

『健康増進に寄与する質の高いサービスの提供』
ひもづけされた両データを活用することにより研究開発を促進し、健康・医

療・介護サービスの質の向上を図り、県民の健康増進に還元します

両者を連携

• 個人の健康状態に応じた健康維持・向
上に資する最適な医療・介護サービスを
受けられることにより、高齢になっても健
常な人生を過ごせる期間の延伸

• 県民の健康状態が悪化しても、誰一人取り残さ
ずに安定した医療・介護サービスを提供していく
ために、他施設・多職種間において情報共有を
図り、限られた医療・介護資源の中で効果的な
医療・介護連携体制を構築

県民 医療・介護現場

• 生活習慣病等の重症化予防への取組
を通して、被保険者の健康維持を図り、
医療・介護給付費の適正化による財政
基盤の健全化

保険者

『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』の必要性（ニーズ）
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第2章 実現に向けた対応方針 
2.1. 実現イメージ全体像 

「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」の目指すべき方向性で示した「健診・保険請求データの集

約・分析によるオーダメイド型の保健指導」、「臨床・介護現場データの集約・連携による医療・介護サー

ビスの充実」及び「情報基盤の構築による健康増進に寄与する質の高いサービスの提供」の実現に向け

て個々の取組を実施していきます。 

まず、「健診・保険請求データの集約・分析によるオーダメイド型の保健指導」では、国民健康保険

や被用者保険（協会けんぽ、組合健保など）が所有する健診・保険請求データを集約・活用し、県民

個々の健康課題を先制した効果的なオーダメイド型の保健指導を受けられる環境構築を実現します（図

の左側（以下、「取組① 健診・保険請求データの集約」という。））。 

次に、「臨床・介護現場データの集約・連携による医療・介護サービスの充実」では、現在、厚生労働

省が検討している保健医療記録共有サービスの収集項目（以下、「標準項目」という）に加え、本県の課

題解決に必要となる独自の情報を集約・連携することにより、県民がどこに住んでいても適切な医療・介

護サービスを受けることができる環境構築を実現します（図の右側（以下、「取組② 臨床・介護現場デー

タの集約・連携」という。））。 

最後に、「情報基盤の構築による健康増進に寄与する質の高いサービスの提供」では、「取組① 健

診・保険請求データの集約」と「取組② 臨床・介護現場データの集約・連携」の個人情報をひもづけた

情報基盤を整備することにより、県民にとって個人の健康状態等に合わせた最適な治療法や保健医療

関連サービスを選択でき、また、県民自らの健康状態の維持・向上に役立てることができる環境構築を目

指します（図の中央（以下、「取組③ 新世代情報基盤の構築」という。）） 

 

「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」の具体的な実現イメージ全体像 

 

協会けんぽ等データ

ＮＤＢデータ （全国の電子化したレセプト約60
億件・特定健診約９千万件の情報）

国保・介護等データ

特定健診情報

国民健康保険医療情報
（医科、歯科、調剤など）

後期高齢者医療情報

介護保険情報

レセプト情報（医科、歯科、調剤など）

特定健診情報等

県内の地域医療連携
ネットワークとの協調

県立病院の統合ＤＢ電子カルテ

共通テンプレート

全国の標準項目

全国保健医療情報ネットワーク

県の必要項目

【取組③】

• 個人の健康状態等に合わせた最適な治療法、保
健医療関連サービスの選択ができる

• 自らの健康状態の維持・向上に役立てることがで
きる

【取組①】

• 各県民個々人の健康
課題を先制した効果
的なオーダーメイド型
の保健指導を受ける
ことができる

【取組②】

• どこに住んでいても
適切な医療・介護
サービスを受けること
ができる

• 重複検査や投薬の抑
制による費用負担の
低減につながる

県民のメリット（Output）

独自性２：国の標準項目と独自テンプレの

一部採用
独自性３：入院時から在宅まで情報共有
独自性４：画像や遠隔医療の採用検討

個人情報をひもづけ

• 紹介、救急搬送等の様々な局面において、
患者の過去の診療履歴を参照し、適切な医
療・介護サービスを提供

• 異なる施設の医療・介護従事者間で患者情
報の共有やコミュニケーションの実施

医療・介護現場の役割
• 各ライフステージにおける健康課題を解明し、

県民に対して適切な保健指導等を実施

• 保険者間の異動が発生した県民に対しても、
重症化予備群を早期発見・指導を実施

• 健診・保険請求データの分析により、行政施
策の立案・展開

保険者の役割

行政の役割

• データ活用により疾病発生の原因究明・治療
法の開発、保健医療関連サービスの開発

学術団体・企業の役割

• 治療経過と治療結果を把握し、被保険者に対
するきめ細かな保健指導、受診勧奨等を実施

保険者の役割

①健診・保険請求データの集約

③新世代情報
基盤の構築

独自性１：データ の
先行収集

②臨床・介護現場データの集約・連携

独自性 ５ ：保 険者 デ ータ
とカルテ（検査）
データの統合
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（１） 各取組の特徴 
＜取組① 健診・保険請求データの集約＞ 

国民健康保険、被用者保険（協会けんぽ、組合健保など）それぞれが個別に管理する情報を連

結することにより、保険者間の異動が発生した場合でも個人のライフステージに応じた医療費・健康

状態を追跡することが可能となります。 

 

＜取組② 臨床・介護現場データの集約・連携＞ 

入院・在宅・救急等の情報を一元管理し、異なる局面、職種においてリアルタイムで情報共有を

図ることにより、県民に対して最善の医療・介護サービスの提供が可能となります。 

 

＜取組③ 新世代情報基盤の構築＞ 

県民一人ひとりの健康・医療・介護のデータが有機的に連結されるため、個人の治療経過を把握

できるとともに、質・量ともに優れたデータ分析・活用により研究開発等が促進されることで、県民に

寄り添った健康増進に寄与する様々な取組（新たな治療法・サービス創出等）の実現が可能となりま

す。 

 

（２） 推進体制 
「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」を構築し、県民がメリットを享受するためには、行政機関だ

けでなく、保険者、医療・介護現場、学術団体・企業等が連携を図りながら推進していくことが重要と

なります。行政機関や関係機関が各取組を推進することにより、それぞれが抱える課題（ニーズ）の改

善に繋げていきます。 

 

＜取組① 健診・保険請求データの集約＞ 

（医療・介護保険者） 

 成人から老年期までにつながる疾病や健康上の課題を抽出・解明し、県民のライフステー

ジに応じた適切な保健指導等を行う 

 保険者間の異動が発生した県民に対しても、糖尿病等の重症化予備軍を早期発見・指導

を実施する 

（行政機関） 

 県全体の健診・保険請求データ（医療費・介護給付費、患者の受診先等）の分析により、行

政施策を立案・展開する 

 

＜取組② 臨床・介護現場データの集約・連携＞ 

（医療・介護現場） 

 紹介、救急搬送等の様々な局面において、これまでの患者の他施設を含む診療履歴を参

照し、最善の医療・介護サービスを患者に提供する 

 限られた医療・介護資源の中で、異なる施設の医療・介護従事者間で迅速に患者情報の

共有やコミュニケーションを図る 
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 各学会等が公表している診療ガイドライン等に則った標準的（均質）な医療・介護サービス

を患者に提供する 

 

＜取組③ 新世代情報基盤の構築＞ 

（学術団体・企業） 

 データ活用により疾病発生の原因究明、治療法の開発、保健医療関連の新サービスの開

発などを実施する 

（保険者） 

 重症化予備軍等の治療経過（診療情報）と治療結果（レセプト情報）を把握し、被保険者に

対してきめ細かな保健指導、受診勧奨等を実施する 

 

（３） データ収集方法 
＜取組① 健診・保険請求データの集約＞ 

健診・保険請求データの多くは保険者（市町村、被用者保険（協会けんぽ、組合健保など））が所有

しているため、各保険者から「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」にデータを連携し、集約することを

想定しています。将来的に学校健診データ等の他組織が所有するデータ等を収集する場合には、当

該組織からデータを連携します。 

 

取組① 健診・保険請求データの収集方法 

 

 

＜取組② 臨床・介護現場データの集約・連携＞ 

臨床・介護現場データは、当該データを所有する医療機関、薬局、介護施設等から「にいがた新世

代ヘルスケア情報基盤」にデータを連携し、集約することを想定しています。データ集約型の地域医療

連携ネットワークやクラウド型電子カルテを利用している医療機関等においては、各施設から直接デー

タを連携するのではなく、データ集約されたクラウド環境にあるデータベースからデータを連携すること

を想定しています。 

なお、国で整備を予定している保健医療記録共有システムとのデータ連携に対しては、各施設から

個別にデータを連携するのではなく、「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」と接続することで、効率的

審査支払基金

国保連合会

調剤薬局

医療機関

介護施設

介護
レセプト

医科
レセプト

被用者保険（協会けんぽ、組合健保等）

県内市町村

健診情報

介護
レセプト

健診情報

にいがた新世代
ヘルスケア情報基盤

医科
レセプト

健診情報

介護
レセプト

Ｇ
Ｗ

健診機関

GW：ゲートウェイサーバ

調剤
レセプト

医科
レセプト

調剤
レセプト

医科
レセプト

調剤
レセプト

医科
レセプト

調剤
レセプト

調剤
レセプト

健診・保険請求データ例
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かつ安価にデータを連携することが可能となります。 

 

取組② 臨床・介護現場データの収集方法 

 

 

＜取組③ 新世代情報基盤の構築＞ 

新世代情報基盤は、「取組① 健診・保険請求データの集約」と「取組② 臨床・介護現場データの

集約・連携」で収集した個人情報をひもづけ、情報基盤を整備します。個人情報のひもづけには国が

整備を予定している医療等 ID（個人単位の被保険者番号）を活用します。 

 

取組③ 新世代情報基盤の構築にむけた個人情報ひもづけ方法 

 

 

2.2. 実現に向けた対応方針 
各取組を実現するためには、必要となるデータを収集（データ収集の観点）し、収集したデータを格納

（データベース整備の観点）し、収集データの活用や有識者等への提供などのデータを管理・運用する

にいがた新世代
ヘルスケア情報基盤

標準項目

糖尿病関連項目

その他項目

県立病院

他病院
（大学病院等）

介護施設

病院局DB

テンプレート

Ｇ
Ｗ

厚生労働省

保険医療記録
共有システム

Ｇ
Ｗ

医科診療所

薬局

地域医療連携
ネットワーク参加施設

地域医療連携
ネットワークDB

テンプレート

フレイル関連項目

テンプレート
テンプレート

テンプレート

テンプレート

GW：ゲートウェイサーバ

臨床・介護現場データ例

にいがた新世代ヘルスケア情報基盤

【取組②】
臨床・介護現場データ

その他項目

【取組①】
健診・保険請求データ

介護レセプト

【取組③】

新世代健康
情報基盤

個人情報をひもづけ
（医療等IDの活用を想定）

健診情報

調剤レセプト

医科レセプト

フレイル関連

糖尿病関連

標準項目
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組織（運用管理組織整備の観点）が必要不可欠となります。そのため、各取組に対してそれぞれの対応

方針を明確化します。 

 

（１） データ収集 
 本人同意の取得 

個人情報保護に関する法律によると、利用目的の達成に必要な範囲を超える場合や要配慮個人情

報を第三者へ提供する場合には、事前に本人同意を得ることが必要とされています。そのため、「にい

がた新世代ヘルスケア情報基盤」においても、基本的にはデータ活用の目的毎（取組毎）に本人同意

を取得する必要があります。 

 

本人同意取得における対応方針 

取組 対応方針 

取組① 健診・保険請求

データの集約 

 市町村国民健康保険、被用者保険（協会けんぽ、組合健保な

ど）の保険者に対してデータ提供の協力依頼を行います。 

 運用管理組織の実施主体に関わらず、データ提供の協力が得

られた被用者保険に対しては、データ提供に対する被保険者本

人の同意取得を依頼します。 

 被用者保険の本人同意は、各事業所から従業員に対して一括

での同意取得を依頼し、効率的にデータを取得します。 

 なお、運用管理組織の実施主体及びデータ活用目的により、本

人同意の取得範囲が異なることに留意が必要となります（後述の

「（３）運用管理組織整備」を参照）。 

取組② 臨床・介護現場

データの集約・連携 

 医療機関等の各施設に県民が受診した際に、データ活用に対

する本人同意を取得します。 

 なお、既存の地域医療連携ネットワークにおいては、書面により

本人同意を取得していますが、運用容易性を考慮し、電子的に

同意を取得することも今後検討していきます。 

取組③ 新世代情報基盤

の構築 

 「取組① 健診・保険請求データ」と「取組② 臨床・介護現場デ

ータの集約・連携」の個人情報がひもづけられた情報となりま

す。そのため、「取組③ 新世代情報基盤の構築」で個別に本人

同意を取得するのではなく、「取組② 臨床・介護現場データの

集約・連携」の本人同意取得時に「取組① 健診・保険請求デー

タ」との個人情報のひもづけ・データ活用に対する本人同意も合

わせて取得することを想定しています。 

 
（２） データベース整備 

 データベース及びシステム要件 

各取組における必要となるデータは、分析・研究テーマ等により異なるため、現時点で全てのデータ
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を網羅的に整理することはできません。そのため、現状では以下のデータ項目の収集を予定していま

すが、データ量やデータ種別の増加に柔軟に対応できるよう、拡張性を担保したデータベースを整備し

ます。同様に、必要となるシステム機能も将来的にデータ活用の方法に応じて機能追加が必要になるこ

とが想定されます。そのため、基盤機能とアプリケーション機能を分離して整備することにより、システム

機能の拡張性を確保します。 

 

収集データ項目の対応方針（現状の想定） 

取組 対応方針 

取組① 健診・保険請求

データの集約 

 特定健診情報、医科・調剤・介護レセプト情報等の生データ 

取組② 臨床・介護現場

データの集約・連携 

 「標準項目」＋「糖尿病関連項目」＋「フレイル関連項目」 

※標準項目：国が整備を予定している保健医療記録共有サービ

スの収集項目 

※糖尿病関連項目：糖尿病標準診療項目に加え、その他実効

性が高い項目を想定 

※フレイル関連項目：フレイル評価項目に加え、その他実効性

が高い項目を想定 

 

 データベース整備に係る費用負担 

「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」は、データ分析・活用等を通じて、保険者は重症化予備軍を

発掘し、効率的な保健指導を行えることや、医療機関等の施設間で診療情報の共有が促進されること

による効果的な診療や標準的な診療が行えるなど、関係機関においても多くのメリットが得られることが

想定されます。そのため、県が主導する取組ではありますが、将来的には関係機関を含めてデータベ

ース整備・運用に係る費用負担を検討していきます。 

 

費用負担の対応方針 

取組 対応方針 

取組① 健診・保険請求

データの集約 

 市町村からのデータ連携に係る環境整備費、データベース整備

費・保守費は、当初は県が主導し、導入効果を検証したうえで、

将来的には様々な財源の活用を検討します 

取組② 臨床・介護現場

データの集約・連携 

 既存の地域医療連携ネットワークの費用負担方法を踏まえ、デ

ータベース構築及び参加施設のデータ連携環境整備に係るイ

ニシャル費用は県が主導し、ランニング費用、リプレイス費は参

加施設においても負担することを検討します 

 参加施設における費用負担方法については、施設分類（病院、

医科診療所、薬局、等）や施設規模等を踏まえて検討します 

取組③ 新世代情報基盤

の構築 

 データベース整備費・保守費は、当初は県が主導し、導入効果

を検証したうえで、将来的には様々な財源の活用を検討します 
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（３） 運用管理組織整備 
 運用管理組織の在り方 

各取組における運用管理組織の実施主体は、「新潟県が担う場合（県直営）」と「その他組織が担う

場合（県支援型）」の 2 案が想定されます。 

 

＜取組① 健診・保険請求データの集約＞ 

「取組①健診・保険請求データの集約」の実現に向けては、悉皆性のあるデータを収集し、研究機関

等がデータ活用することが想定されます。データ収集の方法及びデータ活用の範囲は、個人情報に関

する現行法制の解釈に依存し、運用管理組織の実施主体によって異なります。運用管理組織として、

新潟県が実施主体となる方が課題への対応の実現性が高いと想定されますが、データ収集及びデー

タ活用の容易性等を踏まえ、今後具体的に実施主体を検討していきます。 

 

運用管理組織の候補における現行法制の解釈に基づくデータ収集・活用容易性の比較 

 

 

＜取組② 臨床・介護現場データの集約・連携＞ 

「取組② 臨床・介護現場データの集約・連携」の実現に向けては、既存の地域医療連携ネットワー

クが抱える課題である「組織人材の継続的な確保」、「システムを持続していくための資金確保」及び

「データ収集に向けた県民・施設の確保」に対応していく必要があります。運用管理組織として、新潟県

が実施主体となる方が課題への対応の実現性が高いと想定されますが、今後、庁内の体制整備やそ

の他組織の設置・職員の配置等の実現性を鑑み、具体的に実施主体を検討していきます。 

  

運用管理組織の
候補

データ収集容易性（本人同意要否）
データ利活用（自組織活用／第三者提供）

匿名加工情報 非匿名加工情報（個人情報有り）

国保・介護情報
（市町村所有）

被用者保険情報
（被用者保険所有）

自組織 学術団体 営利団体 自組織 学術団体 営利団体

新潟県
不要

（市町村同意は必要）
必要

（第三者提供に該当）

利活用可能*1
（保健・医療の事業
で活用する場合）

利活用可能
（「人を対象とする医
学系研究に関する倫
理指針」の適用範囲
外となるため、本人

同意は不要）

あらかじめ本人
同意が必要

（データ利活用の目
的ごとに本人同意が

必要）

利活用可能*1
（保健・医療の事業
で活用する場合）

あらかじめ本人
同意が必要

（研究対象者（県民）
から利用目的に応じ
て同意を得るととも
に、審査委員会によ
る審査等が必要）

あらかじめ本人
同意が必要

（データ利活用の目
的ごとに本人同意が

必要）

保険者
（新潟県国保連）

不要
（市町村からの委託範囲内
でのデータ利活用の場合）

必要
（第三者提供に該当）

あらかじめ本人
同意が必要

（データ利活用の目
的ごとに本人同意が

必要）

あらかじめ本人
同意が必要

（データ利活用の目
的ごとに本人同意が

必要）
その他組織整備
（認定事業者除く）

必要
（第三者提供に該当）

認定匿名加工医療
情報作成事業者
（認定事業者）

必要
（第三者提供に該当）

ー
利活用可能

（データ利用目的に依存せず、第三者提供
が可能）

ー

提供不可
（本人の同意なく、認定事業者間の情報連
携は可能だが、医療情報を匿名加工せずに
第三者へ提供することは認められていない）

※上記は、「新潟県個人情報保護条例」、「個人情報保護に関する法律」、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」、「次世代医療基盤法」を下に整理
（*1）新潟県個人情報保護条例（要配慮個人情報の収集の制限の例外に関する事項（条例第８条第２項第３号））によると、保健・医療に関する事務事業を行うに当たって、医療データ等を収集・
分析し施策に反映させる必要があるため、事務の目的の範囲内でこれらの個人情報を収集することができる
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運用管理組織パターンにおける地域医療連携ネットワークが抱える課題への対応の比較 

 

 

＜取組③ 新世代情報基盤の整備＞ 

「取組② 臨床・介護現場データの集約・連携」と合わせて「取組③ 新世代情報基盤の構築」の本

人同意を取得することを想定しているため、運用管理組織の実施主体は「取組② 臨床・介護現場デ

ータの集約・連携」と同一組織が担う必要があります。 

 

 運用管理組織の人員要件 

データ活用サイクル（「データ収集」→「データ活用」→「評価・結果の開示」）に基づく業務内容を踏

まえると、「データ所有元との調整」、「データ利用者の審査」においては、データ所有機関の参加促進

や適切な審査・判断が必要となるため、公共性を持った行政機関等の参画が必要になります。そ

して、「データマネジメントへの対応」、「データ利用者の審査」、「データ抽出依頼への対応」、

「データ活用結果の評価」及び「県民へのフィードバック」おいては、データ項目追加、提供デ

ータの妥当性の検証や結果の評価等の判断が必要となるため、健康・医療・介護等における研究

分野の有識者の参画が必要になります。そのため、運用管理組織の実施主体に関わらず組織のメ

ンバーには、行政機関、健康・医療・介護等の研究分野に精通した有識者を含め組成する必要があり

ます。 

なお、営利団体に対してデータを提供する場合には、県民や市町村に安心してもらう必要があるた

め、完全にデータを匿名化するとともに、学術団体にデータ提供する場合と比較し、営利団体の審査を

より厳格な基準に設定します。 

 

  

組織人材の確保

 システム持続性
 （資金調達）

• 人事異動があるため、
職員を固定することは
難しいが、人材の確保・
育成できる体制の構築
は可能である

• 行政計画として位置づ
けることにより、長期的
な資金計画が可能とな
るため、システム持続性
を担保ができる

• スタッフの離職・退職時
に合わせて継続的に人
材の確保ができず、組
織運営に影響が発生す
る可能性がある

• 県が支援することにより、
県直営型同様にシステ
ム持続性を担保するこ
とができる

新潟県 その他組織

 システム持続性
 （資金調達）

 県民・施設の確保
 （データ確保）

組織人材の確保

地域医療連携ネットワークが抱える課題

悉皆性のあるデータ確保に繋が
るように、多くの同意患者や参加
施設に対して継続的に情報発信
（広報活動）する必要がある

旗振り役が不在になった途端、業務が滞ってしまうことの
ないよう、スタッフの離職・退職に備え、中心的な役割を
担う人材の確保と育成に努める必要がある

構築費用のみに焦点を当てず、
運用費用も念頭に置き、長期的な
計画を立てておく必要がある

 県民・施設の確保
 （データ確保）

• 信頼性の高い組織が主
体であり、県内に広く情
報を発信できるため、県
民や施設から比較的協
力を得られやすい

• 組織の認知度（信頼性）
が低い場合には、多く
の県民や施設から協力
を得るのに時間を要す
る可能性がある
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運用管理組織の人員要件 

 
 

 運用管理組織体制の在り方 

＜取組① 健診・保険請求データの集約＞ 

運用管理組織の実施主体に関わらず、人員要件を踏まえると、個人情報保護に配慮し、保険者が保

健指導等に利用するほか、研究分野毎にプロジェクトを組成し、それぞれ有識者や研究者が主導する

体制とすることが有用であると想定されます。 

 

  

デ
ー
タ
収
集

デ
ー
タ
所
有
元
と
の

調
整

【データ所有元との調整】
• データ収集に向けた協力依頼
• データ所有元との役割分担の調整

【データ収集作業への対応】
• システム操作、運用等に係る問合せ対応

• システムやデータベース仕様等を熟知し、判断を伴う問い合わせ等
に対して的確に指示ができる人員の参画が必要となる

• 多数のデータ所有機関の参加を促すためには公共性をもった組織
（安心できる組織）の参画が必要となる

• 社会性を担保するためには、組織運営について透明性の確保が重
要となる

運用管理組織の主な業務内容 組織（人員）要件

収
集
デ
ー
タ
の
管
理

行政機関、又は関係団体【データベース・データの管理】
• 稼働状況の管理

• バックアップデータの管理
• 個人情報等の突合エラーデータの是正
• 個人情報の削除依頼への対応 など

【データマネジメントへの対応】
• データ項目の追加・変更対応

• 診療報酬改定によるデータ形式変更への対応

• システムやデータベース仕様等を熟知し、判断を伴う問い合わせ等
に対して的確に指示ができる人員の参画が必要となる

• 洗練されたデータとなるよう必要なデータ追加や変更等の判断を的

確に指示ができる健康・医療・介護分野の研究や医療政策に精通
した有識者の参画が必要となる

デ
ー
タ
利
活
用

デ
ー
タ
利
用
者
の

審
査

デ
ー
タ
提

供
対
応

【データ利用者の審査】
• 利用者の審査、アカウント発行

【データ抽出依頼への対応】
• データ提供依頼内容の審査、疑義対応
• データの送付

【データ抽出業務への対応】
• データ抽出作業の実施
• 抽出データの形式チェック

• 公共性、公益性等の観点から、データ利用者の妥当性等を適切
に審査・判断できる組織の参画が必要となる

• データ利活用申請に対して、その妥当性・データ検証を判断できる
健康・医療・介護等分野の研究に精通した学術団体の有識者等
の参画が必要となる

• システムやデータベース仕様を熟知した人員の参画が必要となる

健康・医療・介護等における
研究分野の有識者

（学術団体の専門家等）

運用管理組織メンバー候補

ITスキルを有する人材
（運用管理組織内で人員確保が難しい
場合には、外部委託することも検討）

※事務作業等の人員は別途必要評
価
・結
果
の
開
示

評
価
の

実
施

【データ利活用結果の評価】

• データ利用者の利活用結果の評価
• データ利用者の調査・研究結果を評価できる健康・医療・介護等

分野の研究に精通した学術団体の有識者等の参画が必要となる

開
示

対
応

【県民へのフィードバック】
• データ利活用の結果を県民へ開示

• 県民に分かりやすい形で開示するにあたり、データ利活用の結果
と開示内容に齟齬がないか確認できる健康・医療・介護等分野の
研究に精通した学術団体の有識者等の参画が必要となる
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（取組① 健診・保険請求データの集約）運用管理組織全体イメージ 

 

 

＜取組② 臨床・介護現場データの集約・連携＞ 

運用管理主体の実施主体に関わらず、全県的な仕組みとなるため、各施設の組織形態に依存せず、

中立的に意識決定ができるように、関係機関の代表者で組成する意思決定組織を整備することが必要

となります。なお、事務局業務を担う人材を別途確保する必要があります。 

 

（取組② 臨床・介護現場データの集約・連携）運用管理組織全体イメージ 

 

運用管理組織全体イメージ

運用管理主体から提供さ
れたデータを基に分析し、
保健指導等に活用

保健指導等への活用

【運用管理主体】
新潟県、又はその他組織

（一部業務の外部委託を含む）

糖尿病性腎症重症化予防
プロジェクト（仮称）

その他プロジェクト

（有識者・研究者）
プロジェクトリーダ

メ
ン
バ
ー

メ
ン
バ
ー

メ
ン
バ
ー

メ
ン
バ
ー

・・・

必要なデータの提供依頼や追加データの収集依頼など、
データマネジメントを含めて、各プロジェクトリーダーが主導して実施

市町村

協会けんぽ

組合健保

依頼内容に応じた
データ提供

政策立案等に
活用

（有識者・研究者）
プロジェクトリーダ

メ
ン
バ
ー

メ
ン
バ
ー

メ
ン
バ
ー

・・・

研究分野への活用

フレイル対策
プロジェクト（仮称）

（有識者・研究者）
プロジェクトリーダ

メ
ン
バ
ー

メ
ン
バ
ー

メ
ン
バ
ー

メ
ン
バ
ー

・・・

情報セキュリティ対策

個人情報保護対策
プロジェクト

（有識者・研究者）
プロジェクトリーダ

メ
ン
バ
ー

メ
ン
バ
ー

メ
ン
バ
ー

・・・

個人情報の管理、情報漏えい
防止など、個人情報保護に配

慮した対策を検討・実施

メ
ン
バ
ー

事務局機能（例）

事務局長

組織運営 経理（*1） 総務（*1） 広報部門 システム部門

• 会議体運営、事業企
画・システム企画・予
算策定等の組織全体
に係る運営

• 外部委託等に係る契
約管理

• 参加施設からの利用
料徴収／管理

• 事務所管理（清掃、備
品等）

• 書類管理（定款、事
業・決算報告書等）

• 県民からの同意取得、
参加施設の確保に向
けた普及活動

• 参加・退会施設、ユー
ザ登録・削除等に係る
システム管理

• ヘルプデスク、障害対
応等の運用保守対応

検討会議体

連携

意思決定組織

• 関係組織の上層部（意思決定者）により構
成され、各作業部会における検討結果の
実施要否等に対して意思決定する会議体

作業部会

• 継続的に検討すべき事項については、関
係組織の代表者を招集し、定期的に検討を
実施する会議体

• システム関連、広報活動等の重点的に検
討が必要な事項においては、それぞれ作
業部会を設置

【各会議体への参加組織（例）】
• 医師会（県、中核都市）
• 歯科医師会
• 薬剤師会
• 看護協会
• 大学病院
• 県立病院
• 新潟県
• 事務局 など

（*1）新潟県が運用管理主体となる場合には、庁内に管理部門が存在するため、別途準備する必要はないと想定される事務局機能

※追加データの収集等、データマネジメントを含めて、関係組織が参加する検討会議が主導する
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2.3. 整備に向けた対応方針 
（１） 基本的な考え方 
「2.2 実現に向けた対応方針」に示した各取組を実現するために必要な要素である「データ収集の観

点」、「データベース整備の観点」、「運用管理組織整備の観点」の対応方針を踏まえると、全ての取組を

一緒に整備すると成果を得るまでに長期間要するとともに、過剰な投資となる可能性があります。そのた

め、「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」は、短期間かつ安価に実現できる取組から整備し、成果を見

ながら段階的（スモールスタート）に整備する方針とします。 

 

各取組の実現に必要となる要素を踏まえた整備方針 

 
 

各取組の整備に向けた優先順位の考え方 

実現に向けて検討すべき要素 優先順位付けの考え方 

データ収集の観点  詳細な分析等ができるように、悉皆性のあるデータを容易、か

つ、短期間で確保できる取組を優先的に整備する 

データベース整備の観点 

（費用・期間） 

 過剰投資とならないように、安価、かつ、短期間で仕組み（システ

ム、データベース）を整備可能な取組を優先的に整備する 

運用管理組織整備の観点  個人情報の取り扱いに配慮したデータ収集の容易性等を踏ま

え、データ収集及びデータベース運用の管理組織を短期間で

整備できる取組を優先的に整備する 

 

なお、「取組③ 新世代情報基盤の構築」は、「取組① 健診・保険請求データの集約」と「取組② 臨

床・介護現場データの集約・連携」の情報をひもづける仕組みであるため、必然的に最後に整備すること

になります。 

 

運用管理組織
整備の観点

データ収集の
観点

データベース
整備の観点
（費用・期間）

データ収集・活用

データ収集及びデータベース運用を管
理する組織を短期間で整備ができるか

詳細な分析等ができるように悉皆性のある
データを容易、かつ、短期間で確保できるか

安価に、かつ、短期間で仕組み（システ
ム、データベース）を整備できるか

【整備方針】

• 全ての取組を整備する場合には、成果を得るまで
に長期間要するとともに、過剰な投資になる可能性
があるため、成果を見ながら段階的（スモールス
タート）に整備する方針とする
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（２） 整備ステップ 
「データ収集の観点」、「データベース整備の観点」及び「運用管理組織整備の観点」から「取組① 

健診・保険請求データの集約」と「取組② 臨床・介護現場データの集約・連携」を比較すると、取組

①の方がデータ収集しやすく、短期間かつ安価にデータベースを整備できると想定されます。 

そのため、まずは「取組① 健診・保険請求データの集約」を優先的に整備し、早期にデータ活用

による成果を県民や関係機関に還元していきます。「取組②  臨床・介護現場データの集約・連携」

は、過剰な投資を抑制するために、まずは既存の地域医療連携ネットワークにおいて整備を予定して

いる機能の有用性を検証したうえで、段階的に対象地域を拡大していくことを想定しています。 

 

「取組① 健診・保険請求データの集約」と「取組② 臨床・介護現場データの集約・連携」における 

実現容易性の比較 

 取組① 

健診・保険請求データの集約 

取組② 

臨床・介護現場データの集約・連携 

データ収集の

観点 

 市町村からの同意が得られれば、一定

のデータ量を一括で取得ができる 

 運用管理組織の実施主体に関わら

ず、本人同意が必須となる被用者保険

のデータ収集においては、ある程度の

時間を要する可能性がある 

 各施設から個別にデータ収集する必

要があり、また、本人（患者）同意が必

要となるため、データ量（参加施設、患

者）の確保にはある程度の時間を要す

る 

データベース

整備の観点 

（費用・期間） 

 保険者数は限られており、市町村国保

（国保連合会）と協会けんぽにはデー

タが一元管理されているため、取組②

と比べて、短期間かつ安価にデータベ

ース整備が可能となる 

 データ取得の仕組みを施設毎に整備

する必要があるため、時間とコストが必

要となる 

 そのため、短期間かつ安価に提供機

能の有用性を検証するために、まずは

既存の地域医療連携ネットワークに導

入し、段階的に対象地域を拡大する 

運用管理組織

整備の観点 

 「新潟県」や「新潟県国保連」が運用管

理組織となる場合には、市町村が所有

するデータを比較的容易に確保できる

が、その他組織の場合には、体制整備

に向けた調整が必要となり、またデー

タ収集にもある程度の時間を要する 

 新たな組織の整備、又は庁内の体制

整備に向けた調整等が必要となるた

め、組織整備にある程度の時間を要

する 
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第3章 構想の推進 
3.1. ロードマップ 

「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」の整備ステップを踏まえ、5 ヵ年計画とした場合の最短イメージ

としてロードマップを整理します。 

「取組① 健診・保険請求データの集約」は、2019 年度に整備・データ収集し、2020 年からの本格運

用を目指します。「取組② 臨床・介護現場データの集約・連携」は、2019 年度に既存の地域医療連携

ネットワークをモデル地域に選定し、機能の有用性を検証しながら仕様調整を行い、2020 年度にデータ

ベース及び情報連携基盤の整備を目指します。 

そして、「取組① 健診・保険請求データの集約」と「取組② 臨床・介護現場データの集約・連携」の

データ活用による成果を見ながら、2021 年度以降に段階的に収集情報や参加地域・施設の拡大を目指

します。なお、「取組③ 新世代情報連携基盤の構築」は、最短で 2022 年度に整備し、2023 年度から本

格運用を目指します。 

 

「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」整備に向けたロードマップ 

 

 

3.2. 短期・中長期目標 
短期的には「取組① 健診・保険請求データの集約」により、経時的な経過や広域な視点によるデータ

活用を行い、優先的に介入すべき対象者の抽出や地域特性を把握することで、より効果的・効率的な疾

病の発症予防・重症化予防対策に繋げます。 

中長期的には、まず「取組② 臨床・介護現場データの集約・連携」により、診療ガイドライン等の標準

的な診療フローに則った診療支援ツールの提供や施設間の情報共有の促進により、医療の質の向上・

均てん化を図ります。最後に、「取組③ 新世代情報基盤の整備」により、これまで顕在化されなかった新

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

マイルストーン

取
組
①

保険者等協力依頼／
データ提供

健診・保険請求
データベース整備

運用管理組織整備

健診・保険データ利活用

取
組
②

各地域、施設等への
参加協力依頼

データ連携基盤整備

運用管理組織整備

取
組
③

新世代情報基盤整備

県民健康情報利活用

※本ロードマップは5ヶ年計画とした場合の最短イメージとして整理しています

準備
検討

準備
検討

プロポーザル
（準備・選定）

データベース構築

データ収集・蓄積

データ提供依頼／本人同意取得
（国保、健保、介護、特定検診）

データ提供依頼／本人同意取得
（健康診断データ、学校健診データ等、その他健康・保険請求データを 段階的に拡大）

データ収集・蓄積（段階的にデータ種別拡大）

データ拡張に伴うDB機能拡張

体制検討
組織運営

（データベース管理、データ所有機関確保）
組織運営準備

研究テーマ募集・選定 健診・保険請求データ活用

研究テーマ募集・選定 健診・保険請求データ活用

モデル地域①
選定・仕様調整

運用開始・検証
（モデル地域①）

連携基盤
仕様検討

準備
検討

プロポーザル
（準備・選定）

データベース／
情報連携基盤構築

協議会等準備
（関係者説明等）

協議会等
運営

組織運営
準備

組織運営
（連携基盤管理、参加施設・同意患者確保）

新世代情報
基盤整備

データ利活用

県民向け
アプリ開発

県民へ個人データ
提供（PHR等）

モデル地域②
選定・仕様調整

追加機能整備
（モデル地域①②）

運用開始・検証
（モデル地域①②）

データベース／連携基盤
機能追加・修正

参加地域・施設を段階的に拡大

構想・データベース
要件定義書

取組①運用開始

取組②モデル地域①運用開始

効果を見ながら収集データを拡大

効果を見ながら地域・施設を拡大
取組②モデル地域②運用開始

機能検証

データ利活用による成果を見ながら段階的
に収集情報、参加施設の範囲を拡大

連携 連携

連携基盤
仕様調整

各取組におけるデータベース等構築期間
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たな予防対策が発見され、県民の健康寿命の延伸に向けた早期介入を可能とする取組に繋げます。 

 

「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」の短期・中長期目標 

 

 

まずは本県の喫緊の課題である糖尿病専門医不足及び高齢化社会への対応に向け、「糖尿病性腎

症重症化予防」、「フレイル予防」への取組を足掛かりに、各種行政計画（地域保健医療計画、地域医療

構想、介護保険事業計画等）や地域保健医療計画で定める 5 疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖

尿病及び精神疾患）5 事業（救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療、小児医療）

及び在宅医療等に係る医療連携体制構築に資する取組への活用に繋げていきます。 

 

優先的に取り組むべき課題及び将来の拡大の方向性 

 

短期目標 中長期目標

より効果的・効率的な疾病の発症予防・
重症化予防対策に繋げる

診療支援に資する情報共有により、
医療の質の向上・均てん化を図る

健康寿命延伸に向けた効果的・効率的
な介入を可能とする取組に繋げる

時間軸のある一点のデータに基づいてリス
クを判断するのではなく、過去の経過も加
味した重みづけを加えることで、優先的に
介入すべき対象者の抽出（対象者のランク
付け）を可能にする

各学会等が公表している診療ガイドライン
や、標準的な診療フローに則った診療支援
ツールを提供することにより、医療の質の
向上・均てん化を図る

疾病の発症前と治療時のデータを突合・経
時的データ分析により、これまで顕在化さ
れなかった新たな疾病予防対策が発見さ
れ、県民に対して早期介入できる取組を可
能にする

市町村が取り組む糖尿病の重症化予防対
策、がんの早期発見対策など個々の取組
に加え、地域を越えた広域の視点でデータ
分析することで、地域特性に応じた精緻な
保健指導を支援する

医療機関等における診療情報の共有によ
り、医療圏を跨いだ救急受診時や在宅医療
などの様々な局面で、過去の受診歴や治
療内容を踏まえた効率的かつ安全な診療
を可能にする

介護状態以前からの経時的データ分析に
より、これまで顕在化されなかった新たな介
護予防対策が発見され、県民に対して早期
介入できる取組を可能にする

取組③ 新世代情報基盤の整備取組① 健診・保険請求データの集約 取組② 臨床・介護現場データの集約・連携

短期目標 中長期目標

より効果的・効率的な疾病の発症予防・
重症化予防対策に繋げる

診療支援に資する情報共有により、
医療の質の向上・均てん化を図る

健康寿命延伸に向けた効果的・効率的な
介入を可能とする取組に繋げる

糖
尿
病
性
腎
症
重
症
化
予
防

レセプト情報における医療機関受診状況、
特定健診情報（HbA1c、eGFR、尿蛋白な
ど）等の経時的データ分析により、対象者
の発症・重症化リスクをランク付けし、高リ
スクの対象者には、より重点的に受診勧
奨や生活習慣の改善を促し、健康状態の
維持・向上を図る

「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に
則ったテンプレート入力機能を利用するこ
とにより、推奨される検査（毎月のHbA1c、
3ヶ月毎の尿中アルブミンなど）の実施の

抜け漏れを防止し、重症化傾向の早期発
見とその対処を確実に行い、患者のQOL
の維持・向上に繋げる

生活習慣、健康診断、治療内容、アウトカ
ム（転帰）情報などを個人毎に時系列で経
過を追跡することにより、新たな糖尿病発
症・重症化予防対策が発見され、早期介
入できる施策立案に繋げる

フ
レ
イ
ル
予
防

レセプト情報や特定健診情報（食生活、運
動・リハビリ、社会参加等の質問回答含
む）等の経時的データ分析により、介入余
地が高い加齢に伴う生活機能低下予備軍
等を分類することで、効率的な保健指導
に繋げる

「フレイル予防チェック（栄養、身体活動、
社会参加）」に則ったテンプレート入力機
能を利用することにより、重症化傾向の早
期発見・早期介入を促し、高齢者の健康
維持・改善に繋げる

慢性疾患（例：高血圧、心疾患、糖尿病な
ど）と老年症候群（認知機能障害、摂食・
嚥下障害、視力障害など）の併存状況を
個人毎に時系列で経過を追跡することに
より、新たなフレイル予防対策が発見され、
早期加入できる施策立案に繋げる

取組③ 新世代情報基盤の整備取組① 健診・保険請求データの集約 取組② 臨床・介護現場データの集約・連携

糖尿病、フレイル対策への取組を足掛かりに、
個別の研究テーマを募集し活用範囲を段階的に拡大していく

地域保健医療計画、地域医療構想、介護保険事業計画等の各種
行政計画や、5疾病・5事業及び在宅医療等に係る医療連携体制

構築に資する取組への活用に繋げる



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『健康・医療・介護分野の連携による、 

新潟県民のための「健康寿命延伸」と 

「最善のケア・サポート」を実現する 

新世代情報基盤』 

構想【概要版】（素案）

資料４ 



 

策定の趣旨 

「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」構想は、これまで各市町村や保険者、医療機関、薬局、介護施設等

がそれぞれ分散して管理していた健康・医療・介護分野データの一体的な活用に向けて、個人情報保護に配慮

しながら情報基盤を整備し、短期・中長期的な視点におけるデータ活用の方向性を定めるものです。 

 

目指すべき方向性 

健康・医療・介護分野のデータを連携・活用することにより、「県民の健康寿命を伸ばし、いつまでも自分らしく

暮らせる社会」を目指し、次の取組につなげていきます。 

 

 健診・保険請求データの集約・分析によるオーダメイド型の保健指導 

○ 保険者間の異動が発生した場合でも、切れ目なく、個人の各ライフステージにおける健康上の問題を

先制して解明し、より適切な保健指導や重症化予備群の早期発見・指導等へつなげていく。 

○ 集約したデータの分析結果や健康改善に資する情報等を県民にフィードバックし、健康意識の醸成・

行動変容につなげていく。 

 臨床・介護現場データの集約・連携による医療・介護サービスの充実 

○ 施設間の様々な局面、あるいは各施設の医療・介護従事者間においてリアルタイムで情報共有を図る

ことにより、限られた医療・介護資源の中で、県民がどこに住んでいても入院から在宅まで切れ目なく適

切な医療・介護サービスを受けることができる環境を整備します。 

○ 臨床・介護現場データの活用に向け、国が進めている「全国保健医療情報ネットワーク」及びクラウド型

電子カルテ導入に取り組む県立病院や県内の地域医療連携ネットワークとの連携等を目指します。 

 情報基盤の構築による健康増進に寄与する質の高いサービスの提供 

○ 県民一人ひとりの健康・医療・介護分野のデータを連携させることにより、健康・医療・介護サービスの

質の向上を図ることで、個人の健康状態等に合わせた最適な治療法や保健医療関連サービスの選択

等が可能となり、県民が自らの健康状態の維持・向上に役立てることができるようにする。 

○ 産学官の連携により、「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」の活用を促進し、健康産業など新たなビ

ジネスの創出・育成を目指します。 

 

 

『オーダメイド型の保健指導』 『医療・介護サービスの充実』

県民の健康寿命を伸ばし、いつまでも自分らしく暮らせる社会の構築
データを効果的に組み合わせ、活用することにより、

県民の健康づくりを支援するとともに、
県民がどこに住んでいても安心して医療・介護サービスを受けられる環境を

実現します

健診・保険請求データを把握し、各ライフス
テージで発生し得る県民の健康上の問題を先

制して改善を促します

臨床・介護現場データを把握し、入院から
在宅まで切れ目のない適切な医療・介護サー

ビスを県民に提供します

『健康増進に寄与する質の高いサービスの提供』
ひもづけされた両データを活用することにより研究開発を促進し、健康・医

療・介護サービスの質の向上を図り、県民の健康増進に還元します

両者を連携



 

実現イメージ全体像 

 取組① 健診・保険請求データの集約 

○ 国民健康保険、被用者保険それぞれが個別に管理する情報を連携することにより、保険者間の異動が発

生した場合でも個人のライフステージに応じた医療費・健康状態を追跡することが可能となります。 

 取組② 臨床・介護現場データの集約・連携 

○ 入院・在宅・救急等の情報を一元管理し、異なる局面、職種においてリアルタイムで情報共有を図ることに

より、県民に対して最善の医療・介護サービスの提供が可能となります。 

 取組③ 新世代情報基盤の構築 

○ 県民一人ひとりの健康・医療・介護データが有機的に連結されるため、個人の治療経過を把握できるとと

もに、質・量ともに優れたデータ分析・活用により研究開発等が促進され、県民に寄り添った健康増進に

寄与する様々な取組の実現が可能となります。 

 

 

実現に向けた対応方針 

 データ収集 

○ 健康・医療・介護分野のデータを収集・活用するためには、本人（県民）同意が必要となるため、運用管理

組織が保険者、医療機関などの関係機関にデータ提供の協力を依頼し、本人同意を取得します。 

 データベース整備 

○ 分析・研究テーマ等により必要となるデータが異なるため、将来的に幅広い分野でデータを活用できるよ

うにデータ量やデータ種別の増加に柔軟に対応できる拡張性を担保したデータベースを整備します。 

○ 保険者、医療機関等の関係機関においても多くのメリットが得られるため、データベース整備・運用に係る

費用については、当初は県が主導し、将来的には様々な財源の活用を検討します。 

 運用管理組織整備 

○ 各取組の運用管理組織は、「新潟県が担う場合（県直営型）」と「その他組織が担う場合（県支援型）」が想

定されますが、データ収集・活用の容易性や組織整備の実現性等を踏まえて今後検討していきます。 

○ 運用管理組織は、データ所有機関の参加促進やデータマネジメントを行う必要があるため、組織の人員

には行政機関、健康・医療・介護等の研究分野に精通した有識者を含めて組成します。 

協会けんぽ等データ

ＮＤＢデータ （全国の電子化したレセプト約60
億件・特定健診約９千万件の情報）

国保・介護等データ

特定健診情報

国民健康保険医療情報
（医科、歯科、調剤など）

後期高齢者医療情報

介護保険情報

レセプト情報（医科、歯科、調剤など）

特定健診情報等

県内の地域医療連携
ネットワークとの協調

県立病院の統合ＤＢ電子カルテ

共通テンプレート

全国の標準項目

全国保健医療情報ネットワーク

県の必要項目

【取組③】

• 個人の健康状態等に合わせた最適な治療法、保
健医療関連サービスの選択ができる

• 自らの健康状態の維持・向上に役立てることがで
きる

【取組①】

• 各県民個々人の健康
課題を先制した効果
的なオーダーメイド型
の保健指導を受ける
ことができる

【取組②】

• どこに住んでいても
適切な医療・介護
サービスを受けること
ができる

• 重複検査や投薬の抑
制による費用負担の
低減につながる

県民のメリット（Output）

独自性２：国の標準項目と独自テンプレの
一部採用

独自性３：入院時から在宅まで情報共有
独自性４：画像や遠隔医療の採用検討

個人情報をひもづけ

①健診・保険請求データの集約

③新世代情報
基盤の構築

独自性１：データ の
先行収集

②臨床・介護現場データの集約・連携

独 自 性５ ：保 険 者 デ ータ
とカルテ（検査）
データの統合



 

ロードマップ 

県民や関係機関に対して早期に成果を還元できるように、短期間かつ安価に実現できる取組から段階的（スモ

ールスタート）に整備していきます。そのため、悉皆性のあるデータを短期間で確保でき、安価に仕組み（データ

ベース）を整備できる「取組① 健診・保険請求データの集約」を優先的に整備し、「取組② 臨床・介護現場デ

ータの集約・連携」は、機能の有用性を検証した上で、段階的に参加地域・施設を拡大していきます。 

 
短期・中長期目標 

短期的には「取組① 健診・保険請求データの集約」により、経時的な経過や広域な視点によるデータ活用を

行い、優先的に介入すべき対象者の抽出や地域特性を把握することで、より効果的・効率的な疾病の発症予防・

重症化予防対策に繋げます。まずは、本県の喫緊の課題である「糖尿病性腎症重症化予防」、「フレイル予防」

へ取り組みます。中長期的には、「取組② 臨床・介護現場データの集約・連携」により、診療ガイドライン等の標

準的な診療フローに則った診療支援ツールの提供や施設間の情報共有の促進により、医療の質の向上・均てん

化を図り、「取組③ 新世代情報基盤の整備」により、これまで顕在化されなかった新たな予防対策が発見され、

県民の健康寿命の延伸に向けた早期介入を可能とする取組に繋げていきます。 

 

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

マイルストーン

取
組
①

保険者等協力依頼／
データ提供

健診・保険請求
データベース整備

運用管理組織整備

健診・保険データ利活用

取
組
②

各地域、施設等への
参加協力依頼

データ連携基盤整備

運用管理組織整備

取
組
③

新世代情報基盤整備

県民健康情報利活用

※本ロードマップは5ヶ年計画とした場合の最短イメージとして整理しています

準備
検討

準備
検討

プロポーザル
（準備・選定）

データベース構築

データ収集・蓄積

データ提供依頼／本人同意取得
（国保、健保、介護、特定検診）

データ提供依頼／本人同意取得
（健康診断データ、学校健診データ等、その他健康・保険請求データを段階的に拡大）

データ収集・蓄積（段階的にデータ種別拡大）

データ拡張に伴うDB機能拡張

体制検討
組織運営

（データベース管理、データ所有機関確保）
組織運営準備

研究テーマ募集・選定 健診・保険請求データ活用

研究テーマ募集・選定 健診・保険請求データ活用

モデル地域①
選定・仕様調整

運用開始・検証
（モデル地域①）

連携基盤
仕様検討

準備
検討

プロポーザル
（準備・選定）

データベース／
情報連携基盤構築

協議会等準備
（関係者説明等）

協議会等
運営

組織運営
準備

組織運営
（連携基盤管理、参加施設・同意患者確保）

新世代情報
基盤整備

データ利活用

県民向け
アプリ開発

県民へ個人データ
提供（PHR等）

モデル地域②
選定・仕様調整

追加機能整備
（モデル地域①②）

運用開始・検証
（モデル地域①②）

データベース／連携基盤
機能追加・修正

参加地域・施設を段階的に拡大

構想・データベース
要件定義書

取組①運用開始

取組②モデル地域①運用開始

効果を見ながら収集データを拡大

効果を見ながら地域・施設を拡大
取組②モデル地域②運用開始

機能検証

データ利活用による成果を見ながら段階的
に収集情報、参加施設の範囲を拡大

連携 連携

連携基盤
仕様調整

各取組におけるデータベース等構築期間

短期目標 中長期目標

より効果的・効率的な疾病の発症予防・
重症化予防対策に繋げる

診療支援に資する情報共有により、
医療の質の向上・均てん化を図る

健康寿命延伸に向けた効果的・効率的
な介入を可能とする取組に繋げる

時間軸のある一点のデータに基づいてリス
クを判断するのではなく、過去の経過も加
味した重みづけを加えることで、優先的に
介入すべき対象者の抽出（対象者のランク
付け）を可能にする

各学会等が公表している診療ガイドライン
や、標準的な診療フローに則った診療支援
ツールを提供することにより、医療の質の
向上・均てん化を図る

疾病の発症前と治療時のデータを突合・経
時的データ分析により、これまで顕在化さ
れなかった新たな疾病予防対策が発見さ
れ、県民に対して早期介入できる取組を可
能にする

市町村が取り組む糖尿病の重症化予防対
策、がんの早期発見対策など個々の取組
に加え、地域を越えた広域の視点でデータ
分析することで、地域特性に応じた精緻な
保健指導を支援する

医療機関等における診療情報の共有によ
り、医療圏を跨いだ救急受診時や在宅医療
などの様々な局面で、過去の受診歴や治
療内容を踏まえた効率的かつ安全な診療
を可能にする

介護状態以前からの経時的データ分析に
より、これまで顕在化されなかった新たな介
護予防対策が発見され、県民に対して早期
介入できる取組を可能にする

取組③ 新世代情報基盤の整備取組① 健診・保険請求データの集約 取組② 臨床・介護現場データの集約・連携


